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市民合意のない水道料金の大幅負担増は撤回を！
●市民合意のない料金の大幅負担増は撤回を●
　川口市は３月市議会で、 水道料金の平均25.01％の大幅値上げとなる議案を上程し
て９月１日から実行する計画です。 表の金額に実際には消費税10％分も加算され、 昨
年10月に続く大幅負担増となります。 市は改定理由について 「～将来にわたって、 安定
的に水道水を供給していくためには、 老朽施設の計画的な更新や耐震化等が必要です
が、 事業拡張期に建設された水道施設の老朽化が顕著であり、 今後、 更新費用の増加
が見込まれます。 ～人口が増加している現在においても、 節水機器の普及や生活様式
の変化などにより、 給水収益は伸び悩んでいるのが現状です。 ～よって現行水道料金の
改定が必要と考え、 諮問するものです」 と川口市上下水道事業運営審議会で説明して
います。
　2019年の審議会は３回開かれ、７月の第１回審議会で料金改定案が示され、８月の
２回目の審議会で改定案が了承され、３回目に市長に対する答申案が示されました。 全
会一致で了承されたものの、 審議会の委員から 「民間企業であれば料金を一度に25.01
％値上げすることは非常に困難である」 「地下水の割合を増やして県水購入を抑えるこ
とはできないのか」 などの声も出され、 審議会議長からも 「今後の料金については上水
道、下水道事業全体を見据えながら大きな負担増にならないような考え方を」 と指摘が
されました。 それほどの大幅負担増が短期間で審議され、３月市議会に議案が出されて
いるのです。 
　なおかつ、７月の１回目の審議会では 「川口市市民参加条例第16条第１項第２号
および第17条ただし書き」 の規定に基づくとして、 水道料金については審議終了まで資
料及び議事録は公開しないことまで確認していたのです。 とても市民合意を十分に果た
しているとは考えられず、 料金の大幅負担増は撤回をすべきです。

●地方公営企業法について●
　水道事業は地方公営企業法に基づいて運営されています。 地方公営企業法は1952
年に制定され、 一般行政とは異なり独立採算制を基軸として事業運営することが定めら
れています。 川口市でも水道、下水道、 病院事業が地方公営企業法の下にあります。 地
方公営企業法第３条に 「地方公営企業は常に企業の経済性を発揮するとともに、 その
本来の目的である公共の福祉を増進するように運営されなければならない」 とあるよう
に本来の目的は公共の福祉の増進です。 1966年の法改正で 「経費の負担の原則」 が
取り入れられ独立採算性の面が強められることになりました。  2015年には総務省から 
「公営企業の会計の適用の推進にあたっての留意事項」 という通達が出され、下水道事

 

業を法適用事業にするよう促しました。  川口市も下水道について汚水処理は受益者負
担という図式を用いて平均41.23％もの値上げをしました。 地方公営企業法を時の政
府の意思で法改正したり通達をすることで、 より独立採算性が強められた結果が市民へ
の大幅負担増です。 このままでは水道管更新 ・ 耐震化を進めようと思えば値上げを続
けていくことになりかねません。 市民の命にかかわる水についての会計が独立採算の
発想で良いのか。 人口60万市民の川口市として国に対して地方公営企業法とその事業
の在り方を見直すようモノを言うべきです。


